
第26回千葉県母性衛生学会学術集会
平成20年6月28日（土）

千葉県における周産期医療を担う人材確保千葉県における周産期医療を担う人材確保千葉県における周産期医療を担う人材確保千葉県における周産期医療を担う人材確保
のための取組みと今後の展望のための取組みと今後の展望
－－医師の立場からの取組みと展望－医師の立場からの取組みと展望－

亀田総合病院産科部長亀田総合病院産科部長

周産期母子センター長周産期母子センター長

鈴木鈴木 真真鈴木鈴木 真真



本日の内容本日の内容本日の内容本日の内容

周産期医療の現状と問題点周産期医療の現状と問題点

問題点の解決の打開策問題点の解決の打開策
周産期医療を担う人材確保のための取組み周産期医療を担う人材確保のための取組み

千葉県における取り組みと今後の展望千葉県における取り組みと今後の展望



医師総数と産婦人科医師数の年次推移医師総数と産婦人科医師数の年次推移医師総数と産婦人科医師数の年次推移医師総数と産婦人科医師数の年次推移

毎年約4000名増加

ここ数年は毎年約200名減少

年 名2006年 10074名
2007年 9592名



19901990年以降のわが国の産婦人科医数と年以降のわが国の産婦人科医数と
出生数の推移出生数の推移出生数の推移出生数の推移



医師数の変化医師数の変化



産婦人科＋産科産婦人科＋産科 医師の全勤務医師数に占める割合医師の全勤務医師数に占める割合産婦人科＋産科産婦人科＋産科 医師の全勤務医師数に占める割合医師の全勤務医師数に占める割合
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産婦人科の年代別女性医師率産婦人科の年代別女性医師率
平成平成1616年年 医師歯科医師薬剤師調査による医師歯科医師薬剤師調査による
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診療科別診療科別 年代による女性医師率年代による女性医師率療療 代代
平成平成1616年年 医師歯科医師薬剤師調査による医師歯科医師薬剤師調査による
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20052005年年 日本産科婦人科学会日本産科婦人科学会 会員数会員数婦婦 員数員数
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20062006年年 日本産科婦人科学会日本産科婦人科学会 会員数会員数婦婦 員数員数
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20072007年年 日本産科婦人科学会日本産科婦人科学会 会員数会員数婦婦 員数員数
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卒業年度別卒業年度別 日産婦学会会員数日産婦学会会員数卒業年度別卒業年度別 日産婦学会会員数日産婦学会会員数
20082008年年11月月3131日現在日現在
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日産婦学会新専門医調査（日産婦学会新専門医調査（20072007年）年）
55年後に希望する就労形態年後に希望する就労形態55年後に希望する就労形態年後に希望する就労形態

（複数回答可）（複数回答可）

女性 男性

56

7

2

5

病院または診療所で非常勤またはパート勤務

その他

13

56

15

6分娩を取り扱わない診療所で常勤（開設者または常勤勤務医）

26

12

6

15

分娩を取り扱わない病院で常勤

分娩を取り扱う診療所で常勤（開設者または常勤勤務医）

63

15

43

大学病院 産婦人科 常勤

分娩を取り扱う病院で常勤

19
15大学病院の産婦人科で常勤





分娩取扱施設に勤務している割合分娩取扱施設に勤務している割合分娩取扱施設に勤務している割合分娩取扱施設に勤務している割合
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施設別産婦人科・産科医師数の変化施設別産婦人科・産科医師数の変化（（6060歳未満）歳未満）施設別産婦人科 産科医師数の変化施設別産婦人科 産科医師数の変化（（6060歳未満）歳未満）
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病院勤務医は6年間に11%減少した



小規模分散の実態小規模分散の実態
分娩取扱施設における勤務医師数分娩取扱施設における勤務医師数

20052005年日産婦学会調査年日産婦学会調査

施 数施 数 娩 扱娩 扱

勤務医師数勤務医師数

施設数施設数 分娩取扱分娩取扱
11 22 33 44 55--99 1010--

病院病院 12731273 52%52%
187187
15%15%

299299
23%23%

285285 159159 235235 9393

診療所診療所 17831783 47%47% 12141214 452452 9999

合計合計 30563056 99%99%
14011401
46%46%

751751
25%25%

871871
29%29%

分娩施設の84%で産婦人科医が3名以下





わが国の医療訴訟わが国の医療訴訟
診療科別既済件数（診療科別既済件数（20062006））



わが国の医療訴訟・診療科別既済件数（わが国の医療訴訟・診療科別既済件数（20062006））
医師医師10001000人あたりの件数人あたりの件数



20062006年年44月以降の分娩取扱中止病院・判明分のみ月以降の分娩取扱中止病院・判明分のみ
2006年
8月 福島労災病院／福島

井原市民病院／岡山

町立大島病院／山口

20062006年年
44月月 福島県大野病院／福島福島県大野病院／福島

新城市民病院／愛知新城市民病院／愛知
西宮市立中央病院／兵庫西宮市立中央病院／兵庫
宇都宮社会保険病院／栃木宇都宮社会保険病院／栃木

3月 総合磐城共立病院／福島

盛岡市立病院／岩手

釧路労災病院／北海道

江別市立病院／北海道

9月 都立豊島病院／東京

西横浜国際総合病院／神奈川

市立根室病院／北海道

福島県立会津総合病院／福島

兵庫県立尼崎病院／兵庫

宇都宮社会保険病院／栃木宇都宮社会保険病院／栃木
県立佐原病院／千葉県立佐原病院／千葉
市立函館病院／北海道市立函館病院／北海道
岐阜社会保険病院／岐阜岐阜社会保険病院／岐阜
北九州市立八幡病院／福岡北九州市立八幡病院／福岡
下伊那赤十字病院／長野下伊那赤十字病院／長野
国立病院機構・鶴舞医療センター／京都国立病院機構・鶴舞医療センター／京都

足立病院／釧路 北海道

宮城社会保険病院／宮城

境港総合病院／鳥取

福山市民病院／広島

東近江市立蒲生病院／滋賀

市立牛深市民病院／熊本10月 新潟県厚生連けいなん病院／新潟

国立病院機構・南和歌山医療センター／和歌山

国立病院機構・災害医療センター／東京

上野原市立病院／山梨
済生会御所病院／奈良

11月 大館市立扇田病院／秋田

国 病院機構 鶴舞医療 タ 京都国 病院機構 鶴舞医療 タ 京都
健康保険南海病院／大分健康保険南海病院／大分
草加市立病院／埼玉草加市立病院／埼玉
社会保険神戸中央病院／兵庫社会保険神戸中央病院／兵庫
国立病院機構・水戸医療センター／茨城国立病院機構・水戸医療センター／茨城
済生会富田林病院／大阪済生会富田林病院／大阪
八代総合病院／熊本八代総合病院／熊本

市立牛深市民病院／熊本

小国公立病院／熊本

福井総合病院／福井

県立東金病院／千葉

袋井市民病院／静岡

カレス・アライアンス日鋼記念病院／北海道111病院11月 大館市立扇田病院／秋田
県立志摩病院／三重
新潟県立がんセンター／新潟

12月 宇部興産中央病院／山口

NTT東日本長野病院／長野
銚子市立総合病院／千葉

2007年

荒尾市民病院／熊本荒尾市民病院／熊本
斗南病院／北海道斗南病院／北海道
金沢赤十字病院／石川金沢赤十字病院／石川
金沢市立病院／石川金沢市立病院／石川
県立佐原病院／千葉県立佐原病院／千葉
市立小樽病院／北海道市立小樽病院／北海道
庄原赤十字病院／広島庄原赤十字病院／広島

カレス・アライアンス日鋼記念病院／北海道

沖縄県立北部病院／沖縄
4月 盛岡市立病院／岩手

市立小樽病院／北海道
関西医科大学附属男山病院／京都
中津市民病院／大分
福井社会保険病院／福井

111病院
（千葉県では１８病院）2007年

1月 東京逓信病院／東京
道立江差病院／北海道
銚子市立総合病院／千葉
塩谷総合病院 ／栃木
東北労災病院／宮城

2月 みつわ台総合病院／千葉

庄原赤十字病院／広島庄原赤十字病院／広島
県立五條病院／奈良県立五條病院／奈良

55月月 西条中央病院／愛媛西条中央病院／愛媛

66月月 新潟労災病院／新潟新潟労災病院／新潟
市立加西病院／兵庫市立加西病院／兵庫
高砂市民病院／兵庫高砂市民病院／兵庫
JRJR大阪鉄道病院／大阪大阪鉄道病院／大阪

福井社会保険病院／福井
諏訪中央病院／長野
青森労災病院／青森
弘前市立病院／青森
菊水町立病院／熊本
福山市民病院／広島
国立病院機構・姫路医療センター／兵庫

（千葉県では１８病院）

2月 みつわ台総合病院／千葉
八潮中央総合病院／埼玉
小郡第一総合病院／山口

3月 九州労災病院／九州
津和野共存病院／島根
柏原赤十字／兵庫
阪和住吉総合病院／大阪

JRJR大阪鉄道病院／大阪大阪鉄道病院／大阪
安曇野赤十字病院／長野安曇野赤十字病院／長野
公立おがた総合病院／大分公立おがた総合病院／大分

77月月 坂出市立病院／香川坂出市立病院／香川
加賀市民病院／石川加賀市民病院／石川
神鋼病院／兵庫神鋼病院／兵庫
白根徳洲会病院／山梨白根徳洲会病院／山梨

国立病院機構 姫路医療センタ ／兵庫
済生会境港総合病院／鳥取

5月 旭川赤十字病院／北海道
県立坂町病院／新潟
浦安市川市民病院／千葉

6月 山鹿市立病院／熊本
7月 厚木市立病院／神奈川阪和住吉総合病院 大阪

住友病院／大阪
大淀病院／奈良
県立三春病院／福島
彦根市立病院／滋賀
三浦市立病院／神奈川

白根徳洲会病院／山梨白根徳洲会病院／山梨
社会保険山梨病院／山梨社会保険山梨病院／山梨
加納岩総合病院／山梨加納岩総合病院／山梨

相模原協同病院／神奈川相模原協同病院／神奈川

8月 国立病院機構・栃木病院／栃木
9月 津島市民病院／愛知
10月 塩山市民病院／山梨
11月 登米市立佐沼病院／宮城



わが国の産婦人科医療の現状わが国の産婦人科医療の現状わが国の産婦人科医療の現状わが国の産婦人科医療の現状

産婦人科医は年間２００名ずつ減少してい産婦人科医は年間２００名ずつ減少してい
る。

産婦人科新規専攻医の中での男性医師の減
少が著しく 女性医師の割合がきわめて高く少が著しく、女性医師の割合がきわめて高く
なっている。

女性医師は勤務経験１１～１５年で分娩の一
線から半数が離脱している線から半数が離脱している。



わが国の産婦人科医療の現状わが国の産婦人科医療の現状わが国の産婦人科医療の現状わが国の産婦人科医療の現状

分娩施設が小規模 分散型である分娩施設が小規模・分散型である

病院勤務の産婦人科医が減少し、診療所勤病院勤務の産婦人科医が減少し、診療所勤
務医はむしろ増加している。

が分娩取扱い病院が減少している

勤務が過酷である（当直が多い）勤務が過酷である（当直が多い）

訴訟率が他の診療科に比べて高い訴訟率 他 診療科 比 高



なぜ産婦人科医は減少しているのか？なぜ産婦人科医は減少しているのか？なぜ産婦人科医は減少しているのか？なぜ産婦人科医は減少しているのか？

第二次ベビ ブ ム対応世代の開業医の高齢化第二次ベビーブーム対応世代の開業医の高齢化

女性医師率の増加による中途離脱の増加

新医師臨床研修制度の影響

直接作用 2年間の空白–直接作用：2年間の空白

–間接作用：厳しい「下働き」の労働だけを経験す間接作用：厳しい 下働き」の労働だけを経験す
ることによる敬遠傾向

医療訴訟増加 刑事立件事例の影響によるハイリ医療訴訟増加・刑事立件事例の影響によるハイリ
スク診療科の敬遠傾向



なぜ女性医師は中途離脱するのか？なぜ女性医師は中途離脱するのか？なぜ女性医師は中途離脱するのか？なぜ女性医師は中途離脱するのか？

女性医師の分娩施設での勤務継続が困難な状況に
ある。ある。

研修開始15年で、分娩取扱施設に勤務する率が約
50%となっている50%となっている。

非常勤医・パート医となることを覚悟している。

分娩施設での常勤職は勤務が過酷すぎて、家庭を
もった女性医師には継続が困難となっているもった女性医師には継続が困難となっている。



なぜ分娩施設は減少しているのかなぜ分娩施設は減少しているのかなぜ分娩施設は減少しているのかなぜ分娩施設は減少しているのか
診療所診療所
–– 第二次ベビーブームを支えた世代の高齢化第二次ベビーブームを支えた世代の高齢化第 次 ビ ブ ムを支えた世代の高齢化第 次 ビ ブ ムを支えた世代の高齢化

–– 分娩取扱の「ハイリスク・ローリターン」化による後継困難・新規開業困難分娩取扱の「ハイリスク・ローリターン」化による後継困難・新規開業困難

–– 辞めどきを探っている施設が多いところに、大野病院事件、堀病院事件がお辞めどきを探っている施設が多いところに、大野病院事件、堀病院事件がお
きたきた

分娩取扱リスクの軽減・ハイリターン化
きたきた

–– 看護師内診問題を背景とする助産師不足のための新規開業困難看護師内診問題を背景とする助産師不足のための新規開業困難

病院病院

後継者獲得・新規開業の誘導
病院病院
–– 一人医長、二名医師体制施設の分娩取扱中止一人医長、二名医師体制施設の分娩取扱中止

–– 頻回の当直・オンコール等、過酷な勤務を強いる病院からの撤退頻回の当直・オンコール等、過酷な勤務を強いる病院からの撤退分娩施設の大規模化＝集約化による頻回の当直 オンコ ル等、過酷な勤務を強いる病院からの撤退頻回の当直 オンコ ル等、過酷な勤務を強いる病院からの撤退

–– 待遇の悪い公的・公立の基幹病院から民間病院・診療所への異動待遇の悪い公的・公立の基幹病院から民間病院・診療所への異動

–– 新医師臨床研修制度導入新医師臨床研修制度導入

分娩施設の大規模化 集約化による
勤務条件の緩和

大学病院の医師不足対応大学病院の医師不足対応

若手医師ローテーションの中断による病院の勤務体制維持困難若手医師ローテーションの中断による病院の勤務体制維持困難

–– 産休・育休取得時の代替医師補充困難産休・育休取得時の代替医師補充困難

基幹病院の待遇の改善による
民間施設への異動の抑制代 充代 充民間施設への異動の抑制



わが国の産科医療わが国の産科医療
問題点の整理問題点の整理

今、おきている問題今、おきている問題

救急医療体制救急医療体制

将来、おこるだろう問題将来、おこるだろう問題

医療水準の悪化医療水準の悪化
–– 未受診妊婦の受入困難未受診妊婦の受入困難

–– 母体搬送先決定困難母体搬送先決定困難

–– 妊産婦死亡の増加妊産婦死亡の増加

–– 死産・新生児死亡の増加死産・新生児死亡の増加

収容 きな 未熟収容 きな 未熟–– NICUNICU不足不足

分娩施設の減少分娩施設の減少
お産難民お産難民

–– NICUNICUに収容できない未熟児の発に収容できない未熟児の発
生生

リスクが高すぎて専門家が分リスクが高すぎて専門家が分
医療体制の崩壊 医療自体の崩壊

–– お産難民お産難民

–– 地域の分娩場所確保困難地域の分娩場所確保困難

–– 里帰り分娩の受入辞退里帰り分娩の受入辞退

リスクが高すぎて専門家が分リスクが高すぎて専門家が分
娩取扱から撤退する娩取扱から撤退する

産婦人科医・助産師のなり手が産婦人科医・助産師のなり手が里帰り分娩の受入辞退里帰り分娩の受入辞退

医療紛争・訴訟の増加医療紛争・訴訟の増加

産婦人科医の減少産婦人科医の減少

産婦人科医 助産師のなり手が産婦人科医 助産師のなり手が
本当にいなくなる本当にいなくなる

分娩施設自体が安全でなくなる分娩施設自体が安全でなくなる産婦人科医の減少産婦人科医の減少 娩娩



骨子案の骨子案の55つの柱つの柱骨子案の骨子案の55つの柱つの柱

（（11）医師数の増加）医師数の増加

（（22）医師の配分バラン の改善）医師の配分バラン の改善（（22）医師の配分バランスの改善）医師の配分バランスの改善

（（33）医療関係職種間の業務の分担と協働・）医療関係職種間の業務の分担と協働・チーム医チーム医（（33）医療関係職種間の業務の分担と協働・）医療関係職種間の業務の分担と協働・チーム医チーム医

療の推進療の推進

（（44）医療機関の分担・ネットワークの推進）医療機関の分担・ネットワークの推進

（（55）医療者と患者・家族の協働の推進）医療者と患者・家族の協働の推進



産婦人科専攻医師確保の取り組み産婦人科専攻医師確保の取り組み産婦人科専攻医師確保の取り組み産婦人科専攻医師確保の取り組み

臨 修 産 魅 ピ医学生、臨床研修医に産婦人科の魅力をアピール

減少している男性医師を増やす減少している男性医師を増やす

– 患者教育、協力要請

女性医師が働きやす 環境を整備する女性医師が働きやすい環境を整備する。

– 保育所、病児保育などの設備充実

– 勤務形態の多様化

１病院の医師数の増加– １病院の医師数の増加

医師の分娩取扱い離れを抑制する

– 過重労働の軽減、訴訟圧迫からの解放



現場で働く医師の確保に関する提言現場で働く医師の確保に関する提言

産科・新生児科医師不足の根本的原因である

そのために医師は 法令違反の過剰労働を強そのために医師は、法令違反の過剰労働を強
いられている

–勤務実態に即した給与・報酬

その状態で 救急受入体制をどのように整備すその状態で、救急受入体制をどのように整備す
るのか

–合法的に24時間救急受入可能な、大規模施
設の整備（地域産婦人科センター）設の整備（地域産婦人科センタ ）



現場で働く医師の確保に関する提言現場で働く医師の確保に関する提言

不当な訴訟圧迫の回避

医療事故 紛争対応システムの整備ー医療事故・紛争対応システムの整備ー

理不尽な刑事立件の完全な抑制–理不尽な刑事立件の完全な抑制

–医療事故原因究明機構医療事故原因究明機構

–裁判外紛争処理制度

–無過失救済制度













千葉県での取組み千葉県での取組み千葉県での取組み千葉県での取組み

産千葉周産期施設見学会

– 医学生、研修医医学生、研修医

千葉県周産期ネットワーク事業

周産期 デ ネ タ 事業– 周産期コーディネーター事業

– 周産期医療関係者育成事業

– 周産期搬送マニュアル作成事業

周産期医療情報共有化推進（電子カルテによる）周産期医療情報共有化推進（電子カルテによる）



県内の大学付属病院県内の大学付属病院

千葉大学医学部付属病院

東邦大学医療センター佐倉病院東邦大学医療センタ 佐倉病院

順天堂大学医学部附属順天堂浦安病院

東京歯科大学 市川総合病院

帝京大学ちば総合医療センター帝京大学ちば総合医療センタ

日本医科大学千葉北総病院

東京女子医科大学八千代医療センター

東京慈恵会医科大学附属柏病院東京慈恵会医科大学附属柏病院











周産期診療情報の共有の実際
亀田ファミリー
クリニック館山

亀田総合病院

DICOM
画像サーバ

院内LAN

専用インターネット回線

周産期電子
カルテサ バカルテサーバ

Perinatal Center at Kameda Medical Center
Division of Maternal Fetal Medicine



健診クリニック

分娩取扱病院





周産期センターの認可状況周産期センターの認可状況周産期 ンタ 認可状況周産期 ンタ 認可状況

NICUNICU病床数、病床数、MFICUMFICU病床数病床数

併設施設の有無併設施設の有無併設施設の有無併設施設の有無

高度救急救命センター、高度救急救命センター、ICUICU、、CCUCCU、ヘリポート、ヘリポート

母体搬送受入週数基準母体搬送受入週数基準母体搬送受入週数基準母体搬送受入週数基準

制限なし、妊娠制限なし、妊娠2626週以降など週以降など

母体合併症受入体制母体合併症受入体制母体合併症受入体制母体合併症受入体制

精神疾患、脳出血などの脳外科疾患、心疾患など精神疾患、脳出血などの脳外科疾患、心疾患など

手術受入状況手術受入状況手術受入状況手術受入状況

手術室、麻酔科医師、輸血態勢手術室、麻酔科医師、輸血態勢

Perinatal Center at Kameda Medical Center
Division of Maternal Fetal Medicine



母体搬送発生時の搬送先決定方法母体搬送発生時の搬送先決定方法
発生元病院

母体搬送発生した施設
が独自に受入先を探す

周産期中核病院

受入施設 平成19年10月まで



母体搬送発生時の搬送先決定方法１母体搬送発生時の搬送先決定方法１
周産期センタークラス施設

搬送症例情報を聴取し、
受入れを決定する。

搬送症例用紙に記入し
千葉県産婦人科医会へ
ファックスする。

母体搬送発生

ファックスする。

WEB母体搬送システム

千葉県産婦人科医会

WEB母体搬送システム
に母体搬送情報を入力

千葉県産婦人科医会

平成19年10月より平成20年5月まで



母体搬送発生時の搬送先決定方法母体搬送発生時の搬送先決定方法

周産期センタークラス施設

母体搬送発生 総合周産期母子医療センター

搬送症例情報を聴取し、受
入れが不可能である場合入れが不可能である場合
は、上記内容をもとに搬送
受入の照会を行い、その結
果を搬送発生病院に報告す果を搬送発 病院 報告す
る。

平成19年10月より平成20年5月まで



母体搬送発生時の搬送先決定方法母体搬送発生時の搬送先決定方法
周産期センタークラス施設

搬送症例情報を聴取し、
受入れを決定する。

搬送症例用紙に記入し
コントロールセンターへ
ファックスする。

母体搬送発生

ファックスする。

WEB母体搬送システム

ト セ タ

WEB母体搬送システム
に母体搬送情報を入力

コントロールセンター

平成20年6月より



母体搬送発生時の搬送先決定方法２母体搬送発生時の搬送先決定方法２
コントロールセンター

当該母体搬送症例の診療情報を確当該母体搬送症例の診療情報を確
認したのち、その情報をもとに周産
期母子医療センタークラス施設に搬
送受入を照会する送受入を照会する

周産期中核病院
受入先決定

周産期中核病院の連絡

受入施設 平成20年6月より



救急車とヘリコプターによる搬送時間の比較救急車とヘリコプターによる搬送時間の比較

成田 110Km/140分
75km/23分

松戸 120Km/150分
80km/24分 75km/23分80km/24分

横浜 95Km/100分 千葉 90Km/100分
100Km

横浜 分
60km/18分 60km/15分

50Km

上段：救急車搬送
陸送距離/時間（推定）

下段：ヘリ搬送
直線距離/時間（計算）亀田総合病院亀 総合病院

●：周産期母子医療センター



救急車搬送とヘリコプター搬送時間の比較救急車搬送とヘリコプター搬送時間の比較

搬送元病院 搬送元病院

救急車搬送とヘリコプタ 搬送時間の比較救急車搬送とヘリコプタ 搬送時間の比較

搬送元病院 搬送元病院
松戸・柏

空路距離
８０ｋｍ

１４～３６分
８０ｋｍ

臨時ヘリポート１２０～１５０分

３８～６１分路 ３８～６１分陸路距離
１２０ｋｍ

２３～３５分

亀田総合病院
亀田総合病院

鴨川

亀田総合病院
（ヘリポート併設）

（ヘリ搬送８例）



安全かつ良質な医療を継続的に提供することを目的とする。



周産期医療は大きな改革をしなければ現状を周産期医療は大きな改革をしなければ現状を周産期医療は大きな改革をしなければ現状を周産期医療は大きな改革をしなければ現状を
維持することは不可能な状況にある。維持することは不可能な状況にある。

––医師数減少により自然淘汰的に分娩施設医師数減少により自然淘汰的に分娩施設
が減少が減少が減少が減少

このような状況において現状を維持するためこのような状況において現状を維持するため
に国民の理解が必要である。に国民の理解が必要である。

分娩施設の減少によるアクセスの悪化分娩施設の減少によるアクセスの悪化––分娩施設の減少によるアクセスの悪化分娩施設の減少によるアクセスの悪化

産婦人科医師が増加するようにアピールし産婦人科医師が増加するようにアピールし産婦人科医師が増加するようにアピ ルし、産婦人科医師が増加するようにアピ ルし、
自らが離脱しないために環境を改善するよう自らが離脱しないために環境を改善するよう
に周囲に働き掛けていくことが必要であるに周囲に働き掛けていくことが必要であるに周囲に働き掛けていくことが必要であるに周囲に働き掛けていくことが必要である





地域の医療崩壊を生み出した三つの主要因地域の医療崩壊を生み出した三つの主要因地域の医療崩壊を生み出した三つの主要因地域の医療崩壊を生み出した三つの主要因

1. 1. 医師数医師数
医療の高度化など医療現場の実情に合わない医学部定員削減や医療の高度化など医療現場の実情に合わない医学部定員削減や医療の高度化など医療現場の実情に合わない医学部定員削減や、医療の高度化など医療現場の実情に合わない医学部定員削減や、
19481948年に決まった標準医師数基準を根拠にした医師供給政策によ年に決まった標準医師数基準を根拠にした医師供給政策によ
る医師の絶対数不足る医師の絶対数不足

2. 2. 医療財政医療財政
8080年代からの医療費抑制政策と、年代からの医療費抑制政策と、0101年以降、社会保障費が毎年年以降、社会保障費が毎年年代からの医療費抑制政策と、年代からの医療費抑制政策と、 年以降、社会保障費が毎年年以降、社会保障費が毎年
22002200億円削減されていることによる医療費の大幅削減。さらに国に億円削減されていることによる医療費の大幅削減。さらに国に
よる報酬価格コントロールによる現場の実情に合わない報酬配分よる報酬価格コントロールによる現場の実情に合わない報酬配分

3. 3. 医療情報医療情報
各医療機関から厚労省に集められる診療情報や各種統計・報告な各医療機関から厚労省に集められる診療情報や各種統計・報告な
どのデ タが公開されていないことによる医療現場の状況把握と対どのデ タが公開されていないことによる医療現場の状況把握と対どのデータが公開されていないことによる医療現場の状況把握と対どのデータが公開されていないことによる医療現場の状況把握と対
策立案の遅れ策立案の遅れ

構想日本ＨＰより



千葉県周産期ネットワーク事業千葉県周産期ネットワーク事業千葉県周産期ネットワーク事業千葉県周産期ネットワーク事業

産 デ産 デ周産期コーディネーター周産期コーディネーター

–– 母体搬送受入先照会代行母体搬送受入先照会代行母体搬送受入先照会代行母体搬送受入先照会代行

–– 母体搬送の実績収集、解析母体搬送の実績収集、解析

周産期中核病院の実地調査周産期中核病院の実地調査–– 周産期中核病院の実地調査周産期中核病院の実地調査

周産期医療関係者育成事業周産期医療関係者育成事業

周産期搬送マニュアル作成事業周産期搬送マニュアル作成事業



産科医療改革のための最低限の必要条件産科医療改革のための最低限の必要条件

分娩取扱病院分娩取扱病院 半減（半減（12001200からから600600へ）へ）

分娩取扱病院勤務産婦人科医数分娩取扱病院勤務産婦人科医数 倍増（倍増（33名から名から66名 ）名 ）分娩取扱病院勤務産婦人科医数分娩取扱病院勤務産婦人科医数 倍増（倍増（33名から名から66名へ）名へ）

女性医師の継続的就労が可能な労働環境女性医師の継続的就労が可能な労働環境
短時間（短時間（2020時間）勤務による常勤雇用時間）勤務による常勤雇用–– 短時間（短時間（2020時間）勤務による常勤雇用時間）勤務による常勤雇用

病院勤務医の待遇病院勤務医の待遇 時間外手当・救急対応手当の支給時間外手当・救急対応手当の支給

公立 公的病院における分娩料公立 公的病院における分娩料 倍増倍増公立・公的病院における分娩料公立・公的病院における分娩料 倍増倍増

新規産婦人科専攻医新規産婦人科専攻医 年間年間500500名（名（180180名増）名増）

助産師国家試験合格者助産師国家試験合格者 年間年間20002000名（名（400400名増）名増）助産師国家試験合格者助産師国家試験合格者 年間年間20002000名（名（400400名増）名増）

分娩取扱リスクの軽減分娩取扱リスクの軽減 医療事故・紛争対応システムの整備医療事故・紛争対応システムの整備
理不尽な刑事立件の完全な抑制理不尽な刑事立件の完全な抑制–– 理不尽な刑事立件の完全な抑制理不尽な刑事立件の完全な抑制

–– 医療事故原因究明機構医療事故原因究明機構

–– 裁判外紛争処理制度裁判外紛争処理制度裁判外紛争処理制度裁判外紛争処理制度

–– 無過失救済制度無過失救済制度



システム整備に関する提言システム整備に関する提言

当面は 地域で産科 次救急輪番制を整備する当面は、地域で産科・一次救急輪番制を整備する

– 当番施設から高次施設への搬送が円滑に行われるための体制整備が
不可欠

都道府県単位で産科・周産期三次救急医療体制をさらに充実させる
– NICUの増床と、後方病床の整備
県内対応できない場合の緊急時の広域対応システムを整備する県内対応できない場合の緊急時の広域対応システムを整備する
情報システム

母体搬送の搬送先照会を行う周産期救急情報センターを全地域を対– 母体搬送の搬送先照会を行う周産期救急情報センターを全地域を対
象として整備する（全体として何カ所かは検討が必要）

– センター間は情報を共有し、災害時に備えて、相互補完・代替可能な
体制とする体制とする

– センター間の連携を通じて、広域搬送の円滑化を実現していく


